
別紙
Ⅰ．事業評価総括表（令和３年度）

（単位：円）

　（備考）事業が二つ以上の場合は必要に応じ欄を設けること。

Ⅱ．事業評価個表（令和３年度）
措置名 交付金事業の名称

給付金交付助成措置 原子力立地給付金交付事業

交付金事業に要した経
費

638,915,704 638,915,7041
給付金交付
助成措置

原子力立地給付金交付事業 石川県

番号 備　考交付金充当額
交付金事業者名又は間接交付

金事業者名
交付金事業の名称措置名

番号

1

交付金事業者名又は間接交付金事業者名 石川県

交付金事業の概要
小売電気事業者等から電気の供給を受けている一般家庭、工場等に対して給付金を交付することで、原子力発電施
設等の設置及び運転の円滑化に係る地域の理解を促進するとともに、地域の振興を図ります。

交付金事業実施場所
志賀町（旧志賀町地区、旧富来町地区）、羽咋市、七尾市（旧田鶴浜町地区、旧中島町地区）、中能登町（旧鳥屋
町地区、旧鹿西町地区）



令和３年度 事業終了（予定）年度 令和３年度事業開始年度
毎年度、当該市町が給付金交付事業の実施を判断しているため事業期間の設定理由

交付金事業に関係する
都道府県又は市町村の
主要政策・施策とその

目標

【志賀町】第２次志賀町総合計画（平成２９年度～令和８年度）【抜粋】
　基本計画　基本方針３　雇用創出と産業振興による活力あるまちづくり
　　３－１　企業誘致の推進
　　　・本町の工業団地への企業誘致を促進するとともに、既存企業の新増設への支援や、本社機能の
　　　　立地促進のための補助や税制の特例措置等を行い、これらの情報を発信することで、工業振興
　　　　に向けた継続的な支援の充実を図ります。
　　目標：工業団地の従業員数（H27：1,432人→R8：1,620人）

【七尾市】第２次七尾市総合計画（令和元年度～令和１０年度）【抜粋】
　基本計画 Ⅰ.地域の宝を活かした市民がいきいきと働けるまち
　　Ⅰ－１　商工業の振興（１）安心して働ける場の創出
　　　① 新規創業と新規雇用の促進
　　　　・創業者及び既存企業の支援を行うことで、地域産業の活性化を図ります。また、新たな雇用
　　　　　の場を生み出すことで、安心して働ける場の確保に努めます。
　　目標：事業所数　2,100事業所（令和10年度）

【羽咋市】第６次羽咋市総合計画（令和３年度～令和１２年度）【抜粋】
　基本計画 第４章　多彩な交流と賑わいあふれる　ひと・まちづくり
　　２．商工業の振興
　　　本市の企業立地支援制度や地理的優位性などの情報を効果的に発信しながら、あらゆる機会と制
　　　度を用いて企業立地を促進します。
　　目標：誘致企業数　１０件（R3～R12年度）

【中能登町】中能登町まち・ひと・しごと創生総合戦略（令和２年度～令和６年度）【抜粋】
　目標１　しごとづくり「中能登町における安定した雇用を創出する」
　　① 企業誘致施策
　　・企業誘致を促進するとともに地元企業の新増設を支援し、魅力ある雇用の場を創出することで
　　　地域産業の活性化を図ります。
　　目標：地元企業による地元雇用採用人数　６５人（Ｒ2～Ｒ6年度）



618,393 624,923
677,702

交付金事業の活動指標
及び活動実績

人

工業団地の
従業員数
(R8年度)

1,620

評価年度 令和９年度

92.9% 90.4% 93.9%
給付金額

成果実績

目標値

629,764

10

【中能登
町】町内企
業による新
規地元雇用
者数：65人

地元企業に
よる新規地
元雇用者数
（R2～R6年
度）

成果実績

達成度

活動指標
千円
千円
％

成果目標 成果指標

令和３年度令和２年度

達成度

人

人

％

令和元年度単位
活動実績
活動見込

交付金事業の成果目標
及び成果実績

評価年度の設定理由
各市町の総合計画等の評価年度

無

交付金事業の定性的な成果及び評価等

評価に係る第三者機関等の活用の有無

単位

【志賀町】
工業団地の
従業員数：
1,620人

【羽咋市】
誘致企業
数：10件

684,358 665,368

目標値 件
達成度 ％

【七尾市】
事業所数：
2,100事業所

事業所数
(R10年度)

成果実績 事業所

目標値 事業所 2,100
達成度 ％

成果目標 成果指標 単位 評価年度 令和１１年度

目標値 人 65

達成度 ％

成果目標 成果指標 単位 評価年度 令和１３年度

成果目標 成果指標 単位 評価年度 令和７年度

誘致企業数
(R3～R12年
度)

成果実績 件



交付金事業の担当課室

交付金事業の評価課室

石川県企画課、志賀町企画財政課、羽咋市企画財政課、七尾市企画財政課、
中能登町企画課

石川県企画課、志賀町企画財政課、羽咋市企画財政課、七尾市企画財政課、
中能登町企画課

契約の目的 契約の方法 契約の相手方 契約金額

原子力立地給付金交付業務 補助
一般財団法人電源地域振興セン

ター

642,549,757

642,549,757

631,735,235

631,735,235

交付金事業の契約の概要

交付金充当額

うち文部科学省分

うち経済産業省分

638,915,704

638,915,704

638,915,704

令和３年度

642,549,757 631,735,235 638,915,704

備　考
交付金事業の総事業費
等

総事業費

令和元年度 令和２年度



別紙
Ⅰ．事業評価総括表（令和３年度）
（単位：円）

　（備考）事業が二つ以上の場合は必要に応じ欄を設けること。
Ⅱ．事業評価個表（令和３年度）

交付金事業実施場所 石川県志賀町赤住地先

交付金事業に関係する
都道府県又は市町村の
主要政策・施策とその
目標

「志賀原子力発電所周辺の安全確保及び環境保全に関する協定書」第3条の規定により、発電
所による温排水等の測定を実施します。

令和３年度 事業終了（予定）年度 令和３年度事業開始年度

成果目標 成果指標
事業期間の設定理由

評価年度 令和４年度

交付金事業の成果目標
及び成果実績

単位

交付金事業に要
した経費

番号 備　考交付金充当額
交付金事業者名又は
間接交付金事業者名

交付金事業の名称措置名

番号
1

交付金事業者名又は間接交付金事業者名 石川県

1
地域活性
化措置

温排水影響調査事業 石川県 5,374,308 5,245,000

措置名 交付金事業の名称
地域活性化措置 温排水影響調査事業

交付金事業の概要

原子力発電所周辺における海域環境の変化を把握するため調査を年4回（四半期ごとに1回）
実施します。
(1)温排水拡散調査
(2)海域環境調査
(3)海生生物調査



達成度

交付金事業の成果目標
及び成果実績

評価年度の設定理由

原子力発電
所前面海域
への温排水
の影響を調
査・把握す
るととも
に、四半期
毎にまとめ
た結果を、
公開の石川
県原子力環
境安全管理
協議会にお
いて報告
し、地元周
辺市町にお
いて配布さ
れている広
報誌に5回掲
載すること
で、温排水
に対する地
元及び周辺
住民の理解
を促進して
いきます。

成果実績

目標値



調査地点（水質）数

調査地点（底質）数

調査地点（イワノリ）数

調査地点（メガロベント
ス）数

調査地点（プランクト
ン）数

活動実績 地点 7 7

達成度 ％ 100 100

5

7
活動見込 地点 7 7 7

4
活動見込 地点 4 4 4

4

100

活動実績 地点 3 3 3

活動見込 地点 30 30 30
達成度 ％ 100 100 100

達成度 ％ 100 100 100
活動実績 地点 4

地点
％ 100

活動実績 地点 5 5 5

活動見込 地点 3 3 3
達成度 ％ 100 100 100

活動実績 地点 3 3

達成度

活動指標
地点

交付金事業の活動指標
及び活動実績

令和元年度単位
活動実績

活動見込

3
活動見込 地点 3 3 3
達成度 ％ 100 100 100

5 5

令和３年度令和２年度
30 30

交付金事業の成果目標
及び成果実績

温排水影響調査（第3、4四半期分）の結果報告は、翌年度となるため。

無

交付金事業の定性的な成果及び評価等

評価に係る第三者機関等の活用の有無

調査地点（水温）数

100 100

30



雑費（消耗品費）キープＮ
ＤＸ（長靴）他

随意契約（少額等） 石川県漁業協同組合 115,346

雑費（消耗品費）ＳＵＳ角
頭シャックル他

随意契約（少額等） （株）田島 54,648

備　考

総事業費

交付金充当額

交付金事業の総事業費
等

令和元年度 令和２年度 令和３年度

契約の目的 契約の方法 契約の相手方 契約金額

5,245,000

0

5,245,000

5,013,418 5,293,105 5,374,308

40,462

5,000,000

0

5,000,000

5,000,000

0

5,000,000

交付金事業の契約の概要

うち文部科学省分

うち経済産業省分

人件費 雇用

雑費（消耗品費）バット
キーパーＬ他

随意契約（少額等） (株)山口勇商店 5,794

雑費（消耗品費）ハイベッ
セル容器他

随意契約（少額等） 轟産業(株)

臨時職員２名 1,221,739

旅費 ─
温排水影響調査従事職員２

名

171,369

雑費（消耗品費）ＹＳＩＰ
ｒｏＤＯ用交換センサー

キャップ他
随意契約（少額等） （株）勝木太郎助商店 235,290

雑費（消耗品費）ハイベッ
セル容器1200mL他

随意契約（少額等） （株）石川金剛 71,610

雑費（消耗品費）アセトン
（残留農薬・ＰＣＢ試験

用）他
随意契約（少額等） （株）片岡 420,411



賃借料（海洋観測機専用
プリンター借上げ）

随意契約（少額等） 東京センチュリー（株） 11,748

雑費（粒度分布測定装置修
理）

随意契約（少額等） 轟産業(株)

交付金事業の担当課室

交付金事業の評価課室

危機管理監室危機対策課原子力安全対策室

危機管理監室危機対策課原子力安全対策室

5,374,308計

雑費（水道代） 随意契約（特命） 金沢市 101,459

雑費（燃料代） 随意契約（特命）
石川県石油販売共同組合金

沢支部
14,152

委託費（メガロベントス調
査委託）

随意契約（特命） （株）日本海潜水サービス 1,584,000

賃借料（船舶借上げ） 随意契約（少額等） 個人1名 320,000

274,780

委託費（アマノリ類同定・
計測業務委託）

随意契約（少額等）
（株）日本海洋生物研究所

中部支店
264,000

雑費（消耗品費）高純度酸
素

随意契約（少額等） 北陸液化産業（株） 27,500

委託費（プランクトン調査
委託）

随意契約（少額等）
（株）日本海洋生物研究所

中部支店
440,000



別　紙
Ⅰ．事業評価総括表（令和３年度）

（単位：円）

（備考）　事業が二つ以上の場合は必要に応じ欄を設けること。

Ⅱ．事業評価個表（令和３年度）

番号

公共用施設に係る整備、維
持補修又は維持運営等措置

石川県立総合看護専門
学校運営事業

石川県 94,172,786 55,000,0001

措置名

番号 措置名 交付金事業の名称

交付金事業の名称
交付金事業者名又は
間接交付金事業者名

交付金事業に
要した経費

交付金充当額 備考

1
公共用施設に係る整備、維持補修又は
維持運営等措置

石川県立総合看護専門学校運営事業

交付金事業者名又は間接交付金事業者名 石川県

交付金事業実施場所 石川県金沢市鞍月東

交付金事業の概要
石川県立総合看護専門学校の職員人件費（正規職員２７名、非常勤職員５名）９ヶ月分。
石川県では、石川県医療計画に基づき、「看護職員養成の強化」を掲げており、電源立地地域対策交付金
を活用し、看護師・准看護師養成に関するニーズに対応するための体制整備に努めています。

交付金事業に関係する都道府県
又は市町村の主要政策・施策と
その目標

石川県医療計画（平成３０年度～令和４年度）　第６章　保健・医療基盤の充実
　１．保健・医療従事者の確保と資質向上 【保健師・助産師・看護師・准看護師】
　（2）対策
　　・病院等医療施設や介護保険分野、福祉分野等における看護職員を確保する。
目標：卒業生の看護師免許試験及び准看護師免許試験の合格率１００％



事業開始年度 令和３年度 事業終了（予定）年度 令和３年度

事業期間の設定理由 ―

交付金事業の成果目標
及び成果実績

成果目標 成果指標 単位 評価年度 令和４年度

卒業生の看護師
免許試験及び准
看護師免許試験
の合格率100％

卒業生の看護
師免許試験及
び准看護師免
許試験の合格
者数／卒業生
数×１００

成果実績 ％ 100

目標値 ％ 100

達成度 ％ 100%

評価年度の設定理由

毎年度、事業改善を図るため、事業実施後すみやかに評価を実施

交付金事業の定性的な成果及び評価等

本交付金の活用により、石川県立総合看護専門学校職員を安定して雇用し、当施設の職員人件費（正規職
員２７名、非常勤職員５名）９か月分を確保することができました。
次年度に向けた改善点としては、令和３年度の合格率を踏まえ、学生の学習環境の強化を行い、支援体制
の充実を図ることで、目標の１００％達成を目指していきます。

評価に係る第三者機関等の活用の有無

無



交付金事業の活動指標
及び活動実績

活動指標 単位 令和元年度 令和２年度

288

令和３年度

正規職員及び非常勤職員の雇用
量

（雇用人数（人）×雇用期間
（月））

活動実績 人月 279 285 285

活動見込 人月 279 288

達成度 ％ 100% 99% 99%

交付金事業の総事業費等 令和元年度 令和２年度 令和３年度 備　考

総事業費 92,164,000 94,888,900 94,172,786

交付金充当額 58,000,000 53,000,000 55,000,000

うち文部科学省分

雇用 正規職員２７名、非常勤職員５名 94,172,786

うち経済産業省分 58,000,000 53,000,000 55,000,000

交付金事業の契約の概要

交付金事業の担当課室 医療対策課

交付金事業の評価課室 医療対策課

契約の目的 契約の方法 契約の相手方 契約金額

石川県立総合看護専門学校職
員人件費



別　紙
Ⅰ．事業評価総括表（令和３年度）

（単位：円）

（備考）　事業が二つ以上の場合は必要に応じ欄を設けること。

Ⅱ．事業評価個表（令和３年度）

番号

1

措置名

地域活性化措置

交付金事業者名又は間接交付金事業者名 石川県

交付金事業実施場所 金沢市鞍月東

交付金事業の概要

こころの健康センターの職員人件費（正規職員８名）９ヶ月分。
石川県は、精神保健及び精神障害者福祉に関する法律第６条第１項及び石川県こころの健康センター条例
により、こころの健康センターを設置しており、本事業に交付金を活用することによって、精神障害者の
社会復帰や精神障害者に対する偏見の解消を促進する体制整備に努めています。

交付金事業に関係する都道府県
又は市町村の主要政策・施策と
その目標

石川県自殺対策計画（平成３０年度～令和４年度）
第３障　施策の基本的な視点と計画の数値目標
１　施策の基本的な視点
（２）自殺予防のための相談・支援の充実
自殺を予防するためには、危険な状態に追い込まれる前に、原因となっている悩みを解消することが重要
で、自殺の要因別や世代別により、専門的できめ細やかな相談・支援の充実を図ります。
２　計画の数値目標
　　目標：１２．８以下（令和８年）
　　※自殺死亡率：自殺者数÷人口×１０万人

番号 措置名 交付金事業の名称

1 地域活性化措置 こころの健康センター運営事業

14,000,000

交付金事業の名称
交付金事業者名又は
間接交付金事業者名

交付金事業に
要した経費

交付金充当額 備考

こころの健康センター運
営事業

石川県 24,653,100



評価に係る第三者機関等の活用の有無

無

達成度 ％ 96%

評価年度の設定理由

精神保健福祉の更なる充実を図るため、事業実施終了後、速やかに評価を実施

交付金事業の定性的な成果及び評価等

評価年度 令和４年度

自殺死亡率12.8
以下（令和８
年）

自殺者数÷人
口×１０万

成果実績 人 13.2

目標値 人 12.8以下

令和３年度 事業終了（予定）年度 令和３年度

事業期間の設定理由 ―

交付金事業の成果目標
及び成果実績

成果目標 成果指標 単位

本交付金の活用により、石川県こころの健康センター職員を安定して雇用し、当施設の職員人件費（正規
職員８名）９か月分を確保することができました。
次年度に向けた改善点としては、令和３年度の自殺死亡率13.2を踏まえ、関係機関との連携や自殺防止に
向けた普及啓発の強化を行うことが重要です。そのため、身近な人の心の変調に気づき、専門家への相談
や支援に繋げるゲートキーパーの養成研修を実施し、包括的な相談支援体制づくりを進めていくととも
に、自殺予防街頭キャンペーン等の普及啓発活動を積極的に推進し、自殺死亡率12.8以下（令和８年）の
達成を図ります。

事業開始年度



交付金事業の担当課室 障害保健福祉課

交付金事業の評価課室 障害保健福祉課

契約の目的

交付金事業の契約の概要

契約の方法 契約の相手方 契約金額

こころの健康センター職員人
件費

雇用 ― 24,653,100

うち文部科学省分

うち経済産業省分 16,000,000 12,000,000 14,000,000

総事業費 27,109,100 23,633,100 24,653,100

交付金充当額 16,000,000 12,000,000 14,000,000

達成度 ％ 98% 100% 100%

交付金事業の総事業費等 令和元年度 令和２年度 令和３年度 備　考

正規職員及び非常勤職員の雇用
量

（雇用人数（人）×雇用期間
（月））

活動実績 人月 79 72 72

活動見込 人月 81 72

交付金事業の活動指標
及び活動実績

活動指標 単位 令和元年度 令和２年度

72

令和３年度



別　紙
Ⅰ．事業評価総括表（令和３年度）

（単位：円）

（備考）　事業が二つ以上の場合は必要に応じ欄を設けること。

Ⅱ．事業評価個表（令和３年度）

番号

1

措置名

企業導入・産業活性化措置

交付金事業に関係する都道府県
又は市町村の主要政策・施策と
その目標

交付金事業に関係する主要政策・施策：
　いしかわの食と農業・農村ビジョン２０１６（平成２８年度～令和７年度）
　　２　ニーズの変化に対応した生産・販路の拡大と海外展開
　　　⑤需要者のニーズに対応した生産・販路の拡大
　　　　・マーケットインの考え方の下、需要者のニーズに応じ、農畜産物の生産拡大を
          一層進めます。
　　　⑥特色ある農畜産物のより一層のブランド化の推進
　　　　・ルビーロマン等、県が開発等に関与した品目のさらなるブランド価値の向上を図ります。
目標：
　ひゃくまん穀の作付面積　1,500ha（令和７年度）
　ルビーロマンの商品化率     50％（令和７年度）

交付金事業者名又は間接交付金事業者名 石川県

交付金事業実施場所 石川県金沢市才田町　ほか６件

交付金事業の概要

石川県農林総合研究センターの職員人件費（正規職員６４名）９ケ月分。
石川県では、「いしかわの食と農業・農村ビジョン」に基づき、「農業の成長産業化」と「農村地域の活性
化」を掲げており、交付金を活用することによって、農林業に関する地域のニーズに対応するための体制整
備を行います。

番号 措置名 交付金事業の名称

1 企業導入・産業活性化措置 石川県農林総合研究センター運営事業

120,695,000

交付金事業の名称
交付金事業者名又は
間接交付金事業者名

交付金事業に
要した経費

交付金充当額 備考

石川県農林総合研究セン
ター運営事業

石川県 199,192,438



％ 102%

115%

ルビーロマンの
商品化率
50％

房出荷数÷着
房数×１００

成果実績 ％ 51

目標値 ％ 50

達成度

ひゃくまん穀の
作付面積
1,500ha

ひゃくまん穀
の作付面積

成果実績 ha 1,725

目標値 ha 1,500

達成度 ％

毎年度のPDCAサイクルによる事業改善を図るため、事業実施翌年度早期に評価を実施。

交付金事業の定性的な成果及び評価等

本交付金の活用により、石川県農林総合研究センターの職員を安定して雇用し、当施設の職員人件費（正規
職員64名）9ヶ月分を確保することができました。
また成果目標の「ひゃくまん穀の作付面積」及び「ルビーロマンの商品化率」いずれも当該年度においては
達成することができました。次年度に向けても、ひゃくまん穀の単位面積当たりの収量向上（所得向上）に
よる作付け推進及びルビーロマンの着色向上・裂果防止のため、栽培技術の開発や普及を進め、栽培面積の
拡大や商品化率の向上を引き続き図っていきます。

評価に係る第三者機関等の活用の有無

無

事業期間の設定理由 ―

交付金事業の成果目標
及び成果実績

成果目標 成果指標 単位 評価年度 令和４年度

評価年度の設定理由

事業開始年度 令和３年度 事業終了（予定）年度 令和３年度



交付金事業の担当課室 石川県農林総合研究センター

交付金事業の評価課室 石川県農林総合研究センター

契約の方法 契約の相手方 契約金額

雇用

契約の目的

石川県農林総合研究センター
職員人件費

交付金充当額 124,905,000

交付金事業の総事業費等

正規職員６４名 199,192,438

うち経済産業省分 124,905,000 114,487,000 120,695,000

交付金事業の契約の概要

114,487,000 120,695,000

うち文部科学省分

令和元年度 令和２年度 令和３年度 備　考

総事業費 205,028,764 202,521,700 199,192,438

人月 576 576

達成度 ％ 100% 100% 100%

令和２年度

585

令和３年度

正規職員及び非常勤職員の雇用
量

（雇用人数（人）×雇用期間
（月））

活動実績 人月 576 585 576

活動見込

交付金事業の活動指標
及び活動実績

活動指標 単位 令和元年度



























別　紙
Ⅰ．事業評価総括表（令和３年度）

（単位：円）

（備考）　事業が二つ以上の場合は必要に応じ欄を設けること。

Ⅱ．事業評価個表（令和３年度）

番号

公共用施設に係る整備、維
持補修又は維持運営等措置

石川県能登中部保健福
祉センター運営事業

石川県 66,731,738 40,000,0001

措置名

番号 措置名 交付金事業の名称

交付金事業の名称
交付金事業者名又は
間接交付金事業者名

交付金事業に
要した経費

交付金充当額 備考

1
公共用施設に係る整備、維持補修又は
維持運営等措置

石川県能登中部保健福祉センター運営事業

交付金事業者名又は間接交付金事業者名 石川県

交付金事業実施場所 七尾市本府中町

交付金事業の概要

石川県能登中部保健福祉センターの職員人件費（正規職員２６名、非常勤職員２名）９ヶ月分。
石川県では、石川県医療計画に基づき、保健所機能強化の推進に向け、地域特性や住民のニーズ等に対応
するため、電源立地地域対策交付金を活用し、公衆衛生の専門的かつ技術的業務や支援、研修機能の充実
に努めています。

交付金事業に関係する都道府県
又は市町村の主要政策・施策と
その目標

第７次石川県医療計画（平成３０年度～令和５年度）
　第６章　保健・医療基盤の充実
　２　関係機関の機能充実
　　　（１）保健福祉センター（保健所）
　　　　・市町職員等地域保健に携わる専門技術職員や地域住民等に対しての、健康教育及び研修会・講
習会を行うことにより、公衆衛生の向上及び増進を図ります。
　　　に対応し、安心して働ける保育等サービスの充実に努めます。
目標：健康教育及び研修会・講習会受講者数（人）
　　　２，０００人（令和３年度）



事業開始年度 令和３年度 事業終了（予定）年度 令和３年度

事業期間の設定理由 ―

交付金事業の成果目標
及び成果実績

成果目標 成果指標 単位 評価年度 令和４年度

健康教育及び研
修会・講習会受
講者数
２，０００人

健康教育及び
研修会・講習
会受講者数
（人）

成果実績 人 2,944

目標値 人 2,000

達成度 ％ 147%

評価年度の設定理由

毎年度のPDCAサイクルによる事業改善を図るため、事業実施翌年度早期に評価を実施。

交付金事業の定性的な成果及び評価等

　本交付金の活用により、石川県能登中部保健福祉センターの職員を安定して雇用し、当施設の職員人件
費（正規職員２６名、非常勤職員２名）９ヶ月分を確保することができました。
　次年度に向けた改善点としては、地域特性や住民のニーズを踏まえ、公衆衛生活動の中心となる行政機
関としての保健所昨日の強化を行い、健康教育及び研修会・講習会を行うことで、公衆衛生の向上及び増
進を図っていきます。

評価に係る第三者機関等の活用の有無

無



交付金事業の活動指標
及び活動実績

活動指標 単位 令和元年度 令和２年度

243

令和３年度

正規職員及び非常勤職員の雇用
量

（雇用人数（人）×雇用期間
（月））

活動実績 人月 234 234 245

活動見込 人月 234 252

達成度 ％ 100% 96% 97%

交付金事業の総事業費等 令和元年度 令和２年度 令和３年度 備　考

総事業費 68,877,750 65,584,410 66,731,738

交付金充当額 39,000,000 35,000,000 40,000,000

うち文部科学省分

雇用 正規職員２６名、非常勤職員２名 66,731,738

うち経済産業省分 39,000,000 35,000,000 40,000,000

交付金事業の契約の概要

交付金事業の担当課室 石川県能登中部保健福祉センター

交付金事業の評価課室 石川県能登中部保健福祉センター

契約の目的 契約の方法 契約の相手方 契約金額

石川県能登中部保健福祉セン
ター職員人件費



別　紙
Ⅰ．事業評価総括表（令和３年度）

（単位：円）

（備考）　事業が二つ以上の場合は必要に応じ欄を設けること。

Ⅱ．事業評価個表（令和３年度）

番号

地域活性化措置
石川県リハビリ

テーションセンター
運営事業

石川県 38,152,860 24,000,000

措置名

番号 措置名 交付金事業の名称

交付金事業の名称
交付金事業者名又は
間接交付金事業者名

交付金事業に
要した経費

交付金充当額 備考

1

1 地域活性化措置 石川県リハビリテーションセンター運営事業

交付金事業者名又は間接交付金事業者名 石川県

交付金事業実施場所 石川県金沢市赤土町

交付金事業の概要

 石川県リハビリテーションセンター運営にかかる職員人件費　（正規職員１２名）９カ月分。「石川県長寿社会プ
ラン」及び「いしかわ障害者プラン」、「石川県医療計画」等に基づき、地域におけるリハビリテーションシステ
ムの構築の推進に向け、リハビリテーション専門職の育成・研修及び障害者の相談・支援に対応するため、電源立
地地域対策交付金を活用し、管理運営体制の充実に努めていきます。

交付金事業に関係する都道府県
又は市町村の主要政策・施策と
その目標

【主要政策・施策】（主要事項抜粋）
　石川県長寿社会プラン２０２１（令和３年度～令和５年度）
　　第５部 施策の推進方策　１ 医療と介護を一体的に提供する体制づくりと質の充実　(5)医療との連携強化
　　②地域リハビリテーション体制の充実
　　　　ア 急性期、回復期、維持期(生活期)での一貫したリハビリテーションサービスの提供
　　　　　退院後の在宅生活での機能低下を予防するために医療から介護保険のリハビリテーションへの円滑な
　　　　　移行を促進し、地域でのリハビリテーションサービスの充実を図ります。
　　　　イ 多職種による連携強化
　　　　　地域での医療、保健、福祉関係機関の連携を強化し、在宅生活を支援するため、地域包括支援
　　　　　センターを中心に自立の促進と介護の軽減を図るリハビリテーションや福祉用具に関する地域
　　　　　の相談体制を充実します。
　　　　ウ 地域リハビリテーション関係機関職員の資質向上
　　　　　地域リハビリテーションに関わる職員に対する技術支援や研修等を実施し、資質の向上を
　　　　　図ります。
【目標】介護保険サービスの利用状況と必要見込量（県全体）
　　　　・訪問リハビリテーション利用件数（介護給付）　現状　63,779（R2）⇒ 目標  78,586（R5）
　　　　・通所リハビリテーション利用件数（介護給付）　現状 389,458（R2）⇒ 目標 429,186（R5）



事業開始年度 令和３年度 事業終了（予定）年度 令和３年度

事業期間の設定理由 ―

交付金事業の成果目標
及び成果実績

成果目標 成果指標 単位 評価年度 令和４年度

訪問リハビリ
テーション利用
件数（介護給
付）

訪問リハビリ
テーション利
用件数

成果実績 件数 64,112

目標値
（R5)

件数 78,586

達成度 ％ 82%

通所リハビリ
テーション利用
件数（介護給
付）

通所リハビリ
テーション利
用件数

成果実績 件数 388,745

目標値
(R5)

件数 429,186

達成度 ％ 91%

評価年度の設定理由

毎年度、事業改善を図るため、事業実施終了後すみやかに評価を実施。

交付金事業の定性的な成果及び評価等

　本交付金の活用により、石川県リハビリテーションセンター職員を安定して雇用し、当施設の職員人件費（正規
職員１２名）９カ月分を確保することができました。次年度へ向けた改善点としては、奥能登地区では、リハビリ
テーション専門職の活用が十分とは言えない箇所もあるので、引き続き教育・育成に努めたいと思います。

評価に係る第三者機関等の活用の有無

無



交付金事業の活動指標
及び活動実績

活動指標 単位 令和元年度 令和２年度 令和３年度

正規職員及び非常勤職員の雇用
量

（雇用人数（人）×雇用期間
（月））

活動実績 人月 130 126 108

活動見込 人月 135 126 117

達成度 ％ 96% 100% 92%

交付金事業の総事業費等 令和元年度 令和２年度 令和３年度 備　考

総事業費 44,610,900 44,868,200 38,152,860

交付金充当額 27,000,000 23,000,000 24,000,000

うち文部科学省分

雇用 正規職員１２名 38,152,860

うち経済産業省分 27,000,000 23,000,000 24,000,000

交付金事業の契約の概要

交付金事業の担当課室 石川県リハビリテーションセンター

交付金事業の評価課室 石川県リハビリテーションセンター

契約の目的 契約の方法 契約の相手方 契約金額

石川県リハビリテーション
センター人件費
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Ⅰ．事業評価総括表（令和３年度）

（単位：円）

（備考）　事業が二つ以上の場合は必要に応じ欄を設けること。

Ⅱ．事業評価個表（令和３年度）

11,000,000

交付金事業の名称
交付金事業者名又は
間接交付金事業者名

交付金事業に
要した経費

交付金充当額 備考

石川県保健環境セン
ター運営事業

石川県 19,250,100

番号 措置名 交付金事業の名称

1
公共用施設に係る整備、維持補修又は
維持運営等措置

石川県保健環境センター運営事業

交付金事業者名又は間接交付金事業者名 石川県

交付金事業実施場所 金沢市太陽が丘

交付金事業の概要

石川県保健環境センターの職員人件費（正規職員６名）に係る人件費、９ヶ月分。
石川県は、地域医療計画に基づき、県民の健康と生活環境確保の推進に向け、多様化する調査研究のニー
ズに対応するため、電源立地地域対策交付金を活用し、保健環境センターの調査研究・試験検査等の機能
の充実に努めています。

交付金事業に関係する都道府県
又は市町村の主要政策・施策と
その目標

第７次石川県医療計画（平成３０年度～令和５年度）
　第６章　保健・医療機関の充実　２．関係機関の機能充実　（５）保健環境センター
【対策】①調査研究の充実  エ 研究評価体制の整備による調査研究結果の評価及び県民への研究成果の
公表・ 普及を推進し、調査研究の効率性、実効性の向上等を図る。
②試験検査の充実  ア 遺伝子解析等の専門的かつ高度な技術や設備を要する検査、感染症発生動向等の
全県的な視野を要する検査、精度管理上必要な検査、食品表示の適正を確認する検査等の新たな施策の展
開のために必要となる検査等を重点として、検査機器の充実、精度管理の充実を行うことにより、試験検
査技術の高度化、試験検査結果の信頼性を確保する体制の充実を図る。
　目標：調査研究・試験検査等の報告件数　15件（令和３年度）
　研究等の成果は、報告書として発刊するほか、学会等での報告やホームページにて公表を行う。

番号

1

措置名

公共用施設に係る整備、維
持補修又は維持運営等措置



事業開始年度 令和３年度 事業終了（予定）年度 令和３年度

事業期間の設定理由 ―

交付金事業の成果目標
及び成果実績

成果目標 成果指標 単位 評価年度 令和４年度

調査研究等の報
告件数１５件

調査研究等報
告書の公開件
数

成果実績 件 15

目標値 件 15

達成度 ％ 100%

評価年度の設定理由

毎年度のPDCAサイクルによる事業改善を図るため、事業実施後早期に評価を実施。

交付金事業の定性的な成果及び評価等

　本交付金の活用により、石川県保健環境センターの職員を安定して雇用し、当施設の職員人件費（正規
職員６名）９ヶ月分を確保することができました。
　次年度に向けた改善として、本県における保健・環境に関する科学的かつ技術的中核機関として位置づ
けられていることを踏まえ、検査結果の迅速化や精度の強化を行い、より効果的な調査研究等を実施しそ
の成果の幅広い公表・普及を行うことで、引き続き本県の公衆衛生・環境保全の推進を図っていきます。

評価に係る第三者機関等の活用の有無

無



交付金事業の活動指標
及び活動実績

活動指標 単位 令和元年度 令和２年度

54

令和３年度

正規職員の雇用量
（雇用人数（人）×雇用期間

（月））

活動実績 人月 54 54 54

活動見込 人月 54 54

達成度 ％ 100% 100% 100%

交付金事業の総事業費等 令和元年度 令和２年度 令和３年度 備　考

総事業費 15,789,723 19,202,700 19,250,100

交付金充当額 9,000,000 10,000,000 11,000,000

うち文部科学省分

うち経済産業省分 9,000,000 10,000,000 11,000,000

交付金事業の契約の概要

契約の方法 契約の相手方 契約金額

石川県保健環境センター職員
人件費

雇用 ― 19,250,100

交付金事業の担当課室 厚生政策課（保健環境センター）

交付金事業の評価課室 厚生政策課（保健環境センター）

契約の目的









別紙
Ⅰ．事業評価総括表（令和３年度）

（単位：円）

（備考）　事業が二つ以上の場合は必要に応じ欄を設けること。

Ⅱ．事業評価個表

番号 措置名 交付金事業の名称

石川県工業試験場運営
事業

石川県 197,777,6981
企業導入･産業活性化
措置

1 企業導入･産業活性化措置 石川県工業試験場運営事業

番号 措置名 交付金充当額 備 考交付金事業の名称
交付金事業者名又は
間接交付金事業者名

交付金事業に
要した経費

117,000,000

交付金事業者名又は間接交付金事業者名 石川県

交付金事業実施場所 石川県金沢市鞍月 ほか１件

交付金事業の概要

　石川県工業試験場運営に係る研究職員６０名に係る人件費、９ヶ月分。
　石川県では、石川県長期構想及び石川県産業成長戦略において、「①新製品開発による新規需要の創
出、②国際展開の拡大、③次世代産業の創造、④地域の強みの活用、⑤戦略的企業誘致の推進、⑥事業
基盤の強化、⑦産業人材の総合的育成・確保」の７つの柱を掲げており、交付金を活用することによっ
て、県内モノづくり企業の技術の高度化を支援するとともに、次世代型産業の育成に努めます。



成果目標 成果指標 単位 評価年度　令和８年度

ニッチトップ企業数

　　 100社

ニッチトップ企業数
　

成果実績 社

目標値 社

達成度 ％

評価年度の設定理由

産業全体の評価指標であるため複数年度を経過した後の評価となる

交付金事業の定性的な成果及び評価

事業開始年度 平成２８年度 事業終了年度 令和７年度

事業期間の設定理由 石川県長期構想の終期まで

成果目標 成果指標

  本県の製品出荷額

　 2兆7,000億円

  本県の製品出荷額
　

成果実績

目標値

達成度

    100社

単位

億円

億円

交付金事業の成果目標及び成果
実績

％

評価年度　令和８年度

　 2兆7,000億円

交付金事業に関する都道府県又
は市町村の主要施策・施策とそ
の目標

交付金事業に関係する主要政策・施策
　石川県長期構想（平成２８年度～令和７年度）
    重点戦略４　地域の強みを活かし成長する産業づくり

　　・炭素繊維複合材料等の革新的な新素材分野やライフサイエンス分野など、次代の本県産業
　　　の一翼を担う次世代産業の創造に向け、研究開発の取組を促進するとともに、参画企業の
　　　裾野拡大を図ります。
　　・川下企業との連携を深め、技術とニーズのマッチングを図るなど、事業化に向けた取組を
      加速します。
　　・独自の技術により高いシェアを誇るニッチトップ企業の創出と育成を推進します。
　　目標：　①製品出荷額　計画策定時　２兆4,423億円（H25年度）全国比率０．８３％
　　　　　      →２兆7,000億円（R7年度）
　　　　　　②ニッチトップ企業数　計画策定時　　７７社　→１００社（R7年度）



0 0 0

交付金事業の評価課室 石川県工業試験場 管理部 総務課

うち文部科学省分

うち経済産業省分 122,000,000 109,000,000 117,000,000

交付金充当額

202,328,800 203,721,840 197,777,698

117,000,000109,000,000122,000,000

契約の目的 契約の方法 契約の相手方 契約金額

石川県工業試験場研究職員人
件費

雇用 研究職の職員６０名 197,777,698

交付金事業の担当課室

90.8

交付金事業の活動指標及び活動
実績

交付金事業の総事業費等

総事業費

令和元年度 令和２年度 令和3年度 備　考

6,353

活動見込 件 7,000 7,000 7,000　技術指導・相談対応の実施件数

活動実績 件 7,090 7,298

達成度 ％ 101.3 104.3

活動指標 単位 令和元年度 令和２年度 令和３年度

達成度 ％ 94.7 83.6 85.6

5,137

活動見込 件 6,000 6,000 6,000

活動実績 件 5,683 5,015

令和２年度令和元年度単位活動指標

成果及び評価に係る第三者機関等の活用の有無

石川県工業試験場 管理部 総務課

交付金事業の契約の概要

　依頼試験・開放試験の実施件数

無

交付金事業の成果目標及び成果
実績

令和３年度




